
第７1期定時株主総会資料 

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく 

書面交付請求による交付書面に記載しない事項 

連結計算書類の連結注記表 

計算書類の個別注記表 

（2022年４月1日から202３年３月31日まで） 

株式会社オーハシテクニカ 

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求を 

いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。 



連 結 注 記 表 
 

 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び連結子会社の名称 

・連結子会社の数 13 社 
 

・連結子会社の名称 オーハシ技研工業㈱ 

 ㈱オーハシロジスティクス 

 OHASHI TECHNICA U.S.A.,INC. 

 OHASHI TECHNICA U.S.A. MANUFACTURING,INC. 

 OHASHI TECHNICA MEXICO,S.A.DE C.V. 

 大橋精密件（上海）有限公司 

 大橋精密件制造（広州）有限公司 

 広州大中精密件有限公司 

 大橋精密電子（上海）有限公司 

 OHASHI TECHNICA（THAILAND）CO.,LTD. 

 OHASHI SATO（THAILAND）CO.,LTD. 

 OHASHI TECHNICA UK, LTD. 

 台灣大橋精密股份有限公司 

(2) 持分法の適用に関する事項 

・持分法適用の関連会社の数 ２ 社 
 

・主要な会社等の名称 ㈱テーケー 

 ㈱ナカヒョウ 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 国内連結子会社２社の決算日は、連結決算日と同一であります。また、在外連結子会社11社の決算日は、2022年

12月31日であります。 

 連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、2023年１月１日から

連結決算日である2023年３月31日までの間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

(4) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

・市場価格のない株式等 

以外のもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法 

・デリバティブ 時価法 

ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・商品 当社は移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）、在外連結子会社は先入先出法による

低価法 

・製品、仕掛品、原材料 国内連結子会社は先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）、在外連結子会社は先入先

出法による低価法 

・貯蔵品 最終仕入原価法 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は主として定率法（ただし、1998年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法）、一部の国内連結

子会社は定額法、在外連結子会社は所在地国の会計基準の規定に基づく

定額法によっております。 
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ロ．無形固定資産 

（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は定額法、在外連結子会社は所在地国の会計基

準の規定に基づく定額法によっております。 

なお、のれんについては10年の定額法、当社及び国内連結子会社の自社

利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

ニ．長期前払費用 当社及び国内連結子会社は定額法によっております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

在外連結子会社については、取引先毎の回収可能性に応じた会社所定の

基準により必要額を見積り計上しております。 

ロ．賞与引当金 当社、国内連結子会社及び一部の在外連結子会社は、従業員の賞与支給

に備えるため、賞与支給見込額のうち、当連結会計年度に負担すべき額

を計上しております。 

ハ．役員賞与引当金 当社は、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度末における支給見込

額を計上しております。 

④ 収益及び費用の計上基準 

 当社グループでは、主に自動車関連部品を顧客に供給することを履行義

務としており、原則として部品の納入時点において支配が顧客に移転し

て履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収

益を認識しております。しかしながら、出荷時から当該部品の支配が顧

客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収

益を認識しております。 

なお、有償支給取引については、支給元において、支給先から支給品の

買戻義務がある場合には、支給時点で、支給先は当該商品に関する支配

を獲得しておらず、在庫は支給元から支給先に移転していないとの認識

のもと、当社が支給先である場合は契約資産を計上し、当社が支給元で

ある場合は契約負債を計上しております。また、支給時に支給品総額の

売上・仕入の計上を行わず、加工後の完成品納入時に加工費用のみ売

上・仕入の純額計上を行っております。 

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益及び費用

を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益

を認識する。 

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の

資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。 

ロ．退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における見込額に基づき、計上しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

ただし、一部の連結子会社は、簡便法を適用しております。過去勤務費

用については、その発生年度において一括処理しております。 
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２．会計方針の変更に関する注記 

（米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（ASC）第842号「リース」の適用） 

米国会計基準を採用している在外連結子会社は、当連結会計年度末より、ASC第842号「リース」を適用しておりま

す。 

これにより、当該在外連結子会社における借手のリース取引については、原則としてすべてのリースを貸借対照表

に資産及び負債として計上することとしております。 

当該会計基準の適用にあたっては、経過措置で認められている、当該会計基準の適用による累積的影響額を適用開

始日に認識する方法を採用しております。 

この結果、当連結会計年度末の有形固定資産が92,795千円、流動負債の「その他」が38,141千円、固定負債の「そ

の他」が54,654千円それぞれ増加しております。なお、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。 

 
 
３．会計上の見積りに関する注記 

（固定資産の減損） 

(1) 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した金額 

有形固定資産 6,080,667 千円 

無形固定資産 125,947 千円 

減損損失 410,411 千円 

 当社グループは自動車関連部品の製造、販売、加工技術開発及び物流業務を展開するにあたり、国内外に工場や

生産設備を所有しております。当連結会計年度では、連結子会社であるオーハシ技研工業株式会社において、長引

く新型コロナウイルス感染症の拡大、半導体やその他部品の供給不足による得意先の減産影響や原材料価格の高騰

等、事業環境の変化による収益性の低下を踏まえ、事業活動から生じる損益を見直し、将来の回収可能性を検討し

た結果、同社の事業に供する固定資産（土地・建物・機械設備等）の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額410,411千円を減損損失として特別損失に計上いたしました。 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

 当社グループは、減損の兆候が認められる資産又は工場及び事業所を単位とした資産グループについて、減損

損失の認識の判定を行っております。 

 当連結会計年度末において、減損の兆候があると認識した一部の資産グループに係る回収可能価額の算定にあ

たり、割引後将来キャッシュ・フローによる使用価値と処分費用見込額控除後の正味売却価額のいずれか高い金

額で見積り、その金額を帳簿価額と比較した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回っていたことから、当該金額

について減損損失を認識しました。 

② 主要な仮定 

割引前将来キャッシュ・フローの総額を見積る場合、年度業務計画・中期計画の売上高・営業利益の計画値に

よっております。年度業務計画・中期計画は、主要得意先の生産計画や今後の生産・販売見通しを基に策定して

おり、主要な仮定は、年度業務計画・中期計画においては販売数量及び営業利益の予測、中期計画を超える期間

においては売上成長率であります。 

正味売却価額による場合、建物及び構築物、土地については不動産鑑定評価基準に基づく評価額等を用いて合

理的に算出した正味売却価額を使用し、不動産鑑定評価における主要な仮定は、土地の比準価格、建物の再調達

原価及び取壊し費用であります。なお、機械装置及び運搬具、その他については処分価額を基準として評価して

おります。 

③ 翌連結会計年度に係る連結計算書類に与える影響 

 自動車業界における生産調整の長期化や、外部環境変化に伴う自動車市場の急激な需要落込み等、事業環境の

急激な悪化に伴い収益性が低下した場合には、翌連結会計年度において減損損失が発生する可能性があります。 
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４．追加情報に関する注記 

（退職金制度の改定） 

当社は、2023年１月26日開催の取締役会において、2023年４月１日より、60歳から65歳への定年延長に伴う退職一

時金制度の改定を行うことを決議しました。 

この制度改定に伴い、当連結会計年度末において、退職給付債務が60,028千円増加し、過去勤務費用が同額発生し

ております。 

 
 
５．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 14,625,987 千円 

(2) 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

㈱テーケー 154,922 千円 

(3) 顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、次のとおりであります。 

受取手形 44,827 千円 

売掛金 7,262,327 千円 

契約資産 6,527 千円 

(4) 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高は、次のとおりであります。 

契約負債 119,555 千円 

 

 

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 13,678,960 株 

(2) 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

イ．2022年６月24日開催の第70期定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 427,223千円 

・１株当たり配当額 31円 

・基準日 2022年３月31日 

・効力発生日 2022年６月27日 

ロ．2022年11月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 377,408千円 

・１株当たり配当額 28円 

・基準日 2022年９月30日 

・効力発生日 2022年12月５日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2023年６月23日開催の第71期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

・配当金の総額 390,887千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 29円 

・基準日 2023年３月31日 

・効力発生日 2023年６月26日 
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７．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、資金運用については預金等に限定して運用しております。また、資金調達については、原則と

して自己資金により充当する方針でありますが、必要に応じて所要額、市場の状況を勘案のうえ、銀行借入、社債

発行及び増資等の最適な方法により調達する方針であります。 

 デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、内部管理規程に従い実需に伴う取引に限定し、

投機的な取引は行わない方針であります。 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、主な取引先は信用度の高い日

系の自動車・自動車部品メーカーであります。 

 投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

定期的に時価を把握する体制としております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

一部の外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として為替予約を利用してヘッ

ジしております。 

 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクヘッジを目的とした先物為替予約取引で

あります。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 
 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 1,530,238 1,530,238 － 

資産計 1,530,238 1,530,238 － 

デリバティブ取引（※３） 12,211 12,211 － 
 

（※１）現金は注記を省略しており、「預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「電

子記録債務」及び「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。 

（※２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は

以下のとおりであります。 

（単位：千円） 
 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 354,745 
 

（※３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で示しております。 

 

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：千円） 
 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券 1,530,238 － － 1,530,238 

資産計 1,530,238 － － 1,530,238 

デリバティブ取引     

通貨関連 － 12,211 － 12,211 

負債計 － 12,211 － 12,211 
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② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

  該当事項はありません。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

 為替予約の時価は、取引金融機関から提示された価格に基づいて算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 

 

８．収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当社グループは、国内外において自社の生産拠点で部品製造を行うファクトリー機能と、調達先と協働して部品

製造を行うファブレス機能及び開発・販売機能を併せ持つ部品サプライヤーです。当社グループの事業は、主要な

事業である自動車関連部品事業及びその他関連部品事業で構成されておりますが、両事業における収益及びキャッ

シュ・フローの性質、計上時期等に差異はありません。また、報告セグメントの外部顧客への売上高のうち、その

他関連部品事業が占める売上高は僅少であり、収益及びキャッシュ・フロー等の業績に与える影響は軽微でありま

す。そのため、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、記載を省略しております。 

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注

記等 （4）会計方針に関する事項 ④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情

報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

 契約資産及び契約負債の残高は、次のとおりであります。 
 

 
当連結会計年度（期首） 
（2022年４月１日） 

当連結会計年度 
（2023年３月31日） 

顧客との契約から生じた債権 6,504,825 千円 7,307,154 千円 

契約資産 10,026 千円 6,527 千円 

契約負債 44,690 千円 119,555 千円 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

 当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える

重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。 

 また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 2,610円06銭 

(2) １株当たり当期純利益 95円00銭 
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10．重要な後発事象に関する注記 

当社の海外子会社におきまして、悪意ある第三者による虚偽の指示に基づき資金を流出させる事案が発生いたしま

した。 
当社及び当該海外子会社は、資金流出後まもなく、指示が虚偽であることに気づき、犯罪に巻き込まれた可能性が

高いと判断し、直ちに弁護士を含む社内調査・対策チームを組成のうえ、現地の捜査機関に対して被害の届け出を行

いました。 

なお、損失につきましては翌連結会計年度において特別損失として計上する予定であります。 

≪事案の概要≫ 

損失見込額：280百万円 

発生日    ：2023年３月30日から2023年４月３日 

 
 
11．その他の注記 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

ロ．その他有価証券  

・市場価格のない株式等 

以外のもの 

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

② デリバティブの評価基準及び評価方法 

・デリバティブ 時価法 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

・貯蔵品 最終仕入原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法によっております。 

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

・自社利用のソフトウェア 社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

・その他の無形固定資産 定額法によっております。 

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

④ 長期前払費用 定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見込額を計上して

おります。 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。過去勤務費

用については、その発生年度において一括処理しております。 
 

(4) 収益及び費用の計上基準  当社では、主に自動車関連部品を顧客に供給することを履行義務として

おり、原則として部品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義

務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識

しております。しかしながら、出荷時から当該部品の支配が顧客に移転

される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識

しております。 
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 なお、有償支給取引については、支給元において、支給先から支給品の

買戻義務がある場合には、支給時点で、支給先は当該商品に関する支配

を獲得しておらず、在庫は支給元から支給先に移転していないとの認識

のもと、当社が支給先である場合は契約資産を計上し、当社が支給元で

ある場合は契約負債を計上しております。また、支給時に支給品総額の

売上・仕入の計上を行わず、加工後の完成品納入時に加工費用のみ売

上・仕入の純額計上を行っております。 

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益及び費用を認識し

ております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益

を認識する。 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 外貨建の資産及び負債の本邦 

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。 

② 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。 

 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

（貸借対照表関係） 

前事業年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「長期貸付金」764千円は、重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示しております。 

 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

（市場価格のない関係会社株式の評価） 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

関係会社株式 3,857,014 千円 

関係会社出資金 2,494,885 千円 

関係会社株式評価損 2,145,500 千円 

 当社グループは、当社及び日本、米州、中国、アセアン、欧州、台湾の各セグメントにある子会社及び関連会社

で事業を展開しており、関係会社株式及び関係会社出資金を有しております。 

 当事業年度において、子会社であるオーハシ技研工業株式会社において、長引く新型コロナウイルス感染症の拡

大、半導体やその他部品の供給不足による得意先の減産影響や原材料価格の高騰等、事業環境の変化による収益性

の低下を踏まえ、事業活動から生じる損益を見直し、将来の回収可能性を検討した結果、同社の事業に供する固定

資産（土地・建物・機械設備等）の帳簿価額を回収可能額まで減額し、減損損失を計上いたしました。これに伴い、

当社が保有する当該子会社株式の実質価額が著しく低下したため、関係会社株式評価損として2,145,500千円を計上

いたしました。 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

 注記事項（重要な会計方針）に記載のとおり、当社は、子会社株式及び関連会社株式の評価基準及び評価方法

として、移動平均法による原価法を採用しております。子会社等の財政状態の悪化により株式の実質価額が著し

く下落したときは、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、相当の減額処理を行います。 

② 主要な仮定 

 当該子会社株式の実質価額の回復可能性の検討及び固定資産の減損損失の認識の要否の判定には、年度業務計

画・中期計画及び正味売却価額を使用しております。主要な仮定は、連結計算書類の注記事項（「３．会計上の

見積りに関する注記」）に記載しております。 

③ 翌事業年度に係る計算書類に与える影響 

 自動車業界における生産調整の長期化や、外部環境変化に伴う自動車市場の急激な需要落ち込み等、事業環境

の急激な悪化に伴う収益性の低下により、子会社の固定資産に減損損失を認識し、株式の実質価額の著しい下落

に加えて、さらに回復可能性が見込めない状況に至る場合には、子会社株式の評価損失が発生する可能性があり

9



ます。 

 

 
４．追加情報に関する注記 

（退職金制度の改定） 

当社は、2023年１月26日開催の取締役会において、2023年４月１日より、60歳から65歳への定年延長に伴う退職

一時金制度の改定を行うことを決議しました。 

 この制度改定に伴い、当事業年度末において、退職給付債務が51,643千円増加し、過去勤務費用が同額発生して

おります。 

 
 
５．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,119,016 千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

① 短期金銭債権 853,732 千円 

② 短期金銭債務 546,570 千円 

(3) 保証債務 

 関係会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

 ㈱テーケー 154,922 千円 

(4) 流動資産「その他」のうち、契約資産の残高は、次のとおりであります。 

契約資産 4,232 千円 

(5) 流動負債「その他」のうち、契約負債の残高は、次のとおりであります。 

契約負債 119,250 千円 

 

 

６．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

① 営業取引による取引高 

売上高 1,971,021 千円 

仕入高 2,855,506 千円 

業務委託手数料 1,105,437 千円 
 

② 営業取引以外の取引による取引高 390,718 千円 

 

 

７．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 200,081 株 
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８．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

貸倒引当金 1,677 千円 

賞与引当金 28,573 千円 

未払事業税 7,252 千円 

商品評価損 19,082 千円 

退職給付引当金 148,155 千円 

役員退職慰労金 1,685 千円 

投資有価証券評価損 49,517 千円 

関係会社株式評価損 656,952 千円 

ゴルフ会員権評価損 16,599 千円 

資産除去債務 10,240 千円 

その他 10,403 千円 

繰延税金資産小計 950,138 千円 

評価性引当額 △734,737 千円 

繰延税金資産合計 215,401 千円 

繰延税金負債   

資産除去債務に対応する除去費用 △4,152 千円 

圧縮積立金 △67,015 千円 

その他有価証券評価差額金 △127,527 千円 

繰延税金負債合計 △198,695 千円 

繰延税金資産純額 16,705 千円 

 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.6 ％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 △5.3 ％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 10.5 ％ 

評価性引当額 △65.3 ％ 

住民税均等割等 △0.9 ％ 

その他 △1.9 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △32.3 ％ 
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９．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 子会社 

（単位：千円） 
 

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有（被所 
有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

子会社 
OHASHI TECHNICA 

U.S.A.,INC. 

所有 直接   

100.00％ 

当社の販売先 

役員の兼任 

商品の販売 

(注）１ 
631,426 売掛金 133,941 

子会社 
大橋精密件（上

海）有限公司 

所有 直接 

100.00％ 

当社の販売先 

役員の兼任 

商品の販売 

(注）１ 
724,280 売掛金 158,249 

子会社 
OHASHI TECHNICA 

UK,LTD. 

所有 直接 

100.00％ 

資金の貸付等 

役員の兼任 

資金の貸付 

（注）２ 
155,000 

短期貸付金 155,000 

資金の回収 470,000 

利息の受取 

（注）２ 
2,532 

その他 

流動資産 
1,291 

子会社 
台灣大橋精密 

股份有限公司 

所有 直接 

100.00％ 

資金の貸付等 

役員の兼任 

資金の貸付 

（注）２ 
131,400 

短期貸付金 131,400 

資金の回収 214,000 

利息の受取 

（注）２ 
2,023 

その他 

流動資産 
1,017 

 

(2) 関連会社 

（単位：千円） 
 

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有（被所 
有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

関連 
会社 

株式会社 
テーケー 

所有 直接 
33.87％ 

当社の調達先 
商品の仕入 
（注）３ 

1,772,136 買掛金 213,164 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．商品の販売については、市場価格を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

２．OHASHI TECHNICA UK,LTD.及び台灣大橋精密股份有限公司に対する資金の貸付金利については、市場金利を勘

案して合理的に決定しております。また貸付期間は１年、返済方法は期限一括返済としております。 

３．商品の仕入については、市場価格を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

 

 

12



 
10．収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当社は、国内外において自社の生産拠点で部品製造を行うファクトリー機能と、調達先と協働して部品製造を行

うファブレス機能及び開発・販売機能を併せ持つ部品サプライヤーです。当社の事業は、主要な事業である自動車

関連部品事業及びその他関連部品事業で構成されておりますが、両事業における収益及びキャッシュ・フローの性

質、計上時期等に差異はありません。また、報告セグメントの外部顧客への売上高のうち、その他関連部品事業が

占める売上高は僅少であり、収益及びキャッシュ・フロー等の業績に与える影響は軽微であります。そのため、顧

客との契約から生じる収益を分解した情報は、記載を省略しております。 

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 （4）収益及び費用の

計上基準」に記載のとおりです。 

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末に

おいて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

 契約資産及び契約負債の残高は、次のとおりであります。 
 

 
当事業年度（期首） 
（2022年４月１日） 

当事業年度 
（2023年３月31日） 

顧客との契約から生じた債権 4,965,049 千円 5,119,068 千円 

契約資産 6,054 千円 4,232 千円 

契約負債 44,371 千円 119,250 千円 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

 当社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契

約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。 

 また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

 

11．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,461円98銭 

(2) １株当たり当期純損失 △98円35銭 

 

 

12．その他の注記 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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